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Ⅰ．はじめに 

 

この度、伊賀市行政事務事業評価審査委員会（以下「委員会」という。）では、地

方自治法に基づく指定管理者制度により管理運営されている公の施設のうち、事務

事業レビューの結果として示された 22件の指定管理案件について、市長からの諮問

を受け、指定管理者制度のあり方を中心に審査を実施しました。 

答申をまとめるにあたり、「事務事業レビュー結果（指定管理者制度）の審査につ

いて」の諮問に基づき、行政事務の遂行において担当課だけではなく全庁的な対応

を要する『全体総括』と、諮問対象となった各個別事業に特化した対応が必要と考え

られる『個別内容』に分けて整理しました。 

審査では「令和５年度 専門家チームヒアリング結果報告書」による専門家の意見

を考慮しつつ、委員会として市民の視点に立った審査を行い、意見をまとめました。 

当委員会が発足してから２年目となる本年度の審査は、10 月２日から 12 月４日

までの計７日間にわたり行われ、この期間中、委員の皆様には、熱心な議論と尽力を

いただき、心から感謝申し上げます。 

この答申内容が市の行財政運営において的確に反映され、「～勇気と覚悟が未来

を創る～ひとが輝く地域が輝く伊賀市」というビジョンの実現に寄与することを強

く期待しています。 

 

 

令和５年 12月 27日 

伊賀市行政事務事業評価審査委員会 委員長 小林 慶太郎
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Ⅱ．事務事業レビュー結果の審査について 

 

１．対象施設一覧 

 

番号 対象施設 

① 伊賀市ミュージアム青山讃頌舎 

② 伊賀市文化会館、あやま文化センター、青山ホール 

③ 蓑虫庵 

④ 史跡芭蕉翁生家 

⑤ 岩倉峡公園キャンプ場 

⑥ 伊賀市体育施設（いがまちスポーツセンター） 

⑦ 伊賀市体育施設（大山田東グラウンド・東体育館） 

⑧ 

伊賀市体育施設（上野運動公園野球場・競技場・テニスコー

ト・スポーツセンター、上野緑ケ丘テニスコート、伊賀上野武

道館、ゆめが丘テニスコート・多目的広場、伊賀市民体育館、

伊賀市民弓道場、伊賀市民体育館管理棟、島ヶ原運動広場、阿

山第１・第２運動公園、青山テニスコート、青山グラウンド、

阿山Ｂ＆Ｇ海洋センター・艇庫、大山田Ｂ＆Ｇ海洋センター・

艇庫） 

⑨ 伊賀市総合福祉会館 

⑩ 伊賀市盲人ホーム 

⑪ 西柘植地区市民センター 

⑫ 小田地区市民センター、島ヶ原会館 

⑬ 赤井家住宅 

⑭ 
史跡旧崇広堂、旧小田小学校本館、入交家住宅、名勝及び史跡

城之越遺跡 

⑮ 

伊賀市放課後児童クラブ（放課後児童クラブ第２フレンズうえ

の）、伊賀市放課後児童クラブ（中瀬放課後児童クラブネバー

ランド）、伊賀市放課後児童クラブ（上野北放課後児童クラ

ブ） 

⑯ 伊賀市資源循環型農業推進施設（菜の舎） 

⑰ 青山ハーモニー・フォレスト 

⑱ 伊賀市集会施設（阿保西部集会施設） 

⑲ だんじり会館 

⑳ 阿山交流促進施設 

㉑ 伊賀焼伝統産業会館 

㉒ シルバーワークプラザ 
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２．全 体 総 括 

 

専門家チームが報告書にまとめた「全庁的に改善して取り組むべき指摘事

項」の内容を踏まえ、委員会による審査を通じて、伊賀市全体の課題として捉

えるべき内容を以下の 15点に示します。 

 

【基本事項】 

１．公の施設の適格性 

公の施設とは、地方自治法第 244条第 1項に規定する施設のことで「住民の

福祉を増進する目的で利用できる施設」である旨が規定されている。 

具体的には、「住民の福祉を増進する目的をもって設けるものであるこ

と」、「住民の利用に供するためのものであること」といった要件により判別

することになる。 

また、公の施設の適格性を検討する際には、これら基本要件に加えて、「施

設の役割及び事業内容等が民間と競合していないか」、「施設の設置目的が、

現在の社会経済情勢、市の政策・施策に合致しているか」の視点が不可欠にな

る。 

以上のことから、公の施設の管理手法を検討する前段には、必ず公の施設と

しての適格性を十分に精査されるような体制を整えるとともに、市が設置する

必要性を見出せない場合には、施設の廃止や移管等に向けて取り組み、十分な

説明責任を果たされたい。 

 

２．施設管理手法の選定 

公の施設の管理運営は、これまでの経緯や通念にとらわれることなく、それ

ぞれの施設の設置目的や施設の役割・類型（設置目的と機能特性を踏まえた施

設分類）等に立ち返り、現在の管理運営状況を点検の上で、指定管理者制度が

妥当なのか、あるいは直接管理運営・委託などの手法がふさわしいのか等、最

適な管理形態を選択されたい。 

例えば、 

①法令の制約や業務の専門性・特殊性に制限がないか。 

②同種のサービスを提供している民間事業者が存在するか。 

③安定的・継続的に提供できる民間事業者が存在するか。 

④民間事業者に任せることで、利用ニーズに応じたサービス内容の充実や 

民間のノウハウを活用できるか。 

⑤市が直接管理運営する場合と同等の費用で、より大きな効果が見込まれる

か。 

⑥税負担ではなく使用料・利用料金によって運営を行なうことができるか。 

といった視点が指定管理者制度導入に向けての重要な要素であるため、これ

らを踏まえた仕組みを再構築されるとともに、施設管理手法の選択にあたって

は十分な説明責任を果たされたい。 

 

【指定管理者制度の導入・更新】 

３．募集要項・仕様書のあり方 
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現在の募集要項や仕様書に関しては、どの施設においても流用できるような

内容となっている。 

本制度の対象となる「公の施設」は、地方自治法第 244条第１項において、定

義されており、その設置目的は、各施設の設置条例で定められている。 

さらに、指定管理者制度の本質は、民間のノウハウを活用して、行政による直

接運営以上のサービスを市民等に提供することであり、そのためには広く民間

事業者からの提案を受け入れることが重要である。 

以上のことから、募集要項や仕様書の内容には、単に施設管理の内容を記載す

るだけではなく、施設ごとにある設置目的を達成するために求める業務内容や、

市として指定管理者に期待することなどを明確に記載した上で、指定管理者の

候補者を選定されたい。 

また、新規事業者の参入や、創意工夫を促すための仕組みについても検討され

たい。 

加えて、公平・公正な選定につなげるためにも公募の段階で審査項目を明らか

にすることが望ましい。 

 

４．指定管理者の候補者選定 

指定管理者の候補者の選定において、公募による選定がわずか３件であり、

非公募による選定が 54件も存在している。 

伊賀市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「手続条

例」という）では、公の施設の管理を指定管理者に行わせる際には公募を行

い、指定管理者の指定を受けようとするものから申請を受け付けて指定管理者

を選定することと定めている。 

一方で、手続条例の第５条においては特例措置として、公の施設の性格、規

模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の

活力を活用した管理を行うことにより事業効果が明確に期待できると認められ

るときは、指定管理者の指定を受けようとするものからの申請によらず、指定

管理者の候補者を選定することができると規定されている。 

以上のことから、手続条例では指定管理者の候補者について、公募により申

請された者と、第５条により申請が免除された者から選定することを規定して

いると解釈できる。 

しかしながら、現状では手続条例とは異なる解釈のもと、第５条を適用され

た場合には、公募を行わずに指定管理者の候補者を選定していることが見受け

られる。 

指定管理者制度の趣旨からすると、原則として指定管理者の候補者は公募す

べきであるが、非公募での候補者選定の可能性も排除できないことから、公

募・非公募の基準を明確にした上で、現行の手続条例の改正が必要であると考

える。 

なお、候補者を公正かつ適正に選定するためには、「公募・非公募の判断が
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妥当であるか」、「広く新規参入を促すような募集要項・仕様書になっている

のか」といった視点による指定管理者選定員会の意見を公募の前段階から反映

する仕組みが必要である。このためにも具体的には、それぞれの施設について

最低３回程度の指定管理者選定委員会を実施し、仕様書や募集要項の精査、書

面審査、事業者によるプレゼン審査を行うことが望ましい。 

 

５．横断的な取り組み 

伊賀市では、文化交流・体験施設、文化財施設、観光施設などで所属ごとに

切り分けられて指定管理者制度を導入しているが、事務効率を向上させるだけ

でなく、民間の活力を引き出すためにはスケールメリットを考慮する必要があ

る。 

以上のことから、所属ごと、施設ごとに分割ではなく、民間ニーズを確認し

た上で、横断的な取り組みを検討されたい。 

なお、スケールメリットを考慮する際には、類似施設を単に集約して指定管

理者制度を導入するのではなく、例えば、賑わい創出のためには中心市街地推

進課、文化財の保護と活用のためには文化財課といった形で、それぞれの担当

課が主導する必要があり、その方針の下で全庁的に検討されたい。 

また、多くの施設を管理する中では、管理運営が画一的にならないよう留意

し、各施設が独自のアピールポイントと個性を発揮できるような運営方法も同

時に検討されたい。 

 

【指定管理者制度の運用】 

６．モニタリングのあり方 

審査過程における担当課との質疑応答では、担当課が施設の設置目的や業務

内容について十分に理解されていないケースが多く見られた。 

現行の指定管理者制度運用マニュアル（改訂版、平成 28年２月）の「第９

章モニタリングについて」では、「安定的継続的にサービスを提供しているか

どうかを監視し、さらに必要に応じ改善に向けた指導・助言を行い」と記載さ

れているが、施設の設置者として責任を果たす立場にある担当課が現場の状況

を把握していない状況では、モニタリングが効果的に機能しているとは到底考

えられない。 

本制度を適切に運用するためには、市職員が公の施設を通じて達成すべき政

策や施策を正しく認識した上で、施設運営状況の評価、利用者ニーズの把握、

コミュニケーション力などが求められるため、それらの能力向上に取り組まれ

たい。 

 

７．モニタリングの評価基準 

指定管理者の自己チェックによる５段階評価について、ほとんどの項目が最

高評価である５点で評価されている状況が見られる。しかし、指定管理者の鋭
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意工夫を引き出すためには、仕様書の内容が実施できているという標準の点数

は３点で評価するように改めるべきであり、指定管理者のより一層の改善を促

すためにも、仕様書以上の内容が実施できている場合には４点や５点を配点す

る仕組みを構築されたい。 

 

８．外部評価のあり方 

現在、施設の管理運営状況について指定管理者及び担当課によるモニタリン

グを実施されているが、より適正を期すためには、客観的な視点を取り入れる

ことが必要である。 

以上のことから、経営、法律、安全管理、会計などの専門性をもつ学識経験

者等による施設毎の外部モニタリングが必要であり、そのための仕組みの構築

を検討されたい。 

 

９．評価結果の活用 

モニタリングや外部評価の結果が低い場合は、その背景や原因をエビデンス

に基づき明確にすることが重要である。 

事実に基づいて問題点を正確に把握した上で、課題の原因が明らかになった

際には、改善や問題解決のための具体的な取組み方針を示した上で、これらの

取組みが全庁的に定着し、効果的に運用されるための仕組みを構築することが

望ましい。 

 

10．受益者負担のあり方 

施設の安定した維持存続と事業継続には、利用料収入を得ることが不可欠で

ある。これは指定管理者の事業改善へのモチベーションを高めると同時に公共

施設マネジメントの観点からも重要である。施設の維持管理経費や減価償却費

を考慮し、利用者に一定の施設コストを負担してもらうことは、公平性・公正

性を担保する上で必要である。 

また、減免すべき公益的な利用であっても、その施設やサービスを利用する

以上、一定のコストが発生することからも維持管理経費や光熱水費の一部を受

益者が負担することは必要なことである。 

以上のことから、市として受益者負担に関する考え方を整理した上で、市民

や地域団体の利用であっても、過度な減免や無償使用は避け、施設や施設の設

置目的ごとに受益者負担として利用料を徴収されたい。 

 

11．デジタル化の推進 

公の施設を管理運営する際には、デジタル化を進めるとともに様々な方々が

利用しやすい環境を整えることが重要である。 

例えば、 

①オンライン予約、決済サービスなどの導入により多様な利用者のニーズ、
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ライフスタイルに対応すること。 

②使いやすい UI（ユーザーインターフェース）や多言語対応に対応するこ

と。 

③デジタルサービスに不慣れな方にも代替手段やサポートなどを提供するこ

と。 

などが考えられる。デジタル技術を活用して、利用者が安心、快適に施設を

利用できる環境を整えられたい。 

 

12．広報・ＰＲの推進 

潜在的利用者に対する施設内容の伝わりにくさや、施設自体の認知度の低

さ、施設やサービスを利用するために必要な手続きや申請方法の分かりにくさ

が見受けられる。 

以上のことからウェブサイトの改善や施設の魅力・特徴を効果的に伝えるた

めの広報活動や広報戦略を検討し、全庁的に取り組まれたい。 

 

【その他】 

13．地縁団体等の地域自治組織と指定管理のあり方 

伊賀市自治基本条例では、住民自治の活動拠点の位置づけがあることから

も、その活動拠点である地区市民センターに指定管理者制度を導入するのであ

れば、地域の住民自治協議会が参画することが基本になり、非公募という選択

肢も考えられる。 

現行の手続条例では、第５条に申請免除に関して規定されているが、非公募

が可能であることが明確ではないため、条例改正を前提に、非公募による住民

自治協議会の参画を可能とする仕組みを検討されたい。 

また、昨今の高齢化の進行は、地域活動の維持に影響を与えている。これら

の社会情勢の変化を踏まえ、地域特性に応じた地区市民センターの管理のあり

方についても検討されたい。 

 

14．地縁団体等の地域自治組織と指定管理に係る収益性 

各地区市民センターには、施設規模、機能、立地などの収益性に差があり、

収益化には、自主事業の実施、利用料金設定など、それぞれの施設に応じた検

討が必要である。これらの検討は、住民自治協議会の創意工夫を奨励し、それ

ぞれの地区市民センターの収益性を向上させるために重要な手段となる。 

現行の地区市民センター条例では、施設使用料を徴収できないことから、収

益化を促進するための条例の改正を検討されたい。 

 

15．公共施設マネジメントの推進 

伊賀市は、2015年３月に「公共施設最適化計画」を策定し、公共施設の削減

総量を具体的に掲げ、アクションプランを作成して公共施設の最適化に取り組

んでいる。しかしながら、計画策定から９年が経過しようとしており、社会情
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勢や施設の必要性の変化を踏まえた見直しの時期にきていると考えられる。 

市民サービスの充実と持続可能な行政経営に資するためにも 

①政策・施策の視点による施設の必要性 

②ライフサイクルコストと費用対効果 

③機能の複業化・集約化 

といった視点が重要な要素であるため、それらを踏まえて公共施設マネジメ

ントの仕組みを再構築されたい。 

特に、人口減少の状況下で類似する施設が多く存在することは、持続可能な

行政経営において多大な影響を与えるため、公共施設のスリム化や、施設の統

合や廃止を重点的に取り組まれたい。 

また、市有財産・資産の増加は、その管理に人件費も含めた多くの費用が必

要となる。従って財産・資産の寄贈を受けるにあたっても、その財産・資産を

どのように活用し、収益を上げるかという視点でルールを検討されたい。 
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委員会による審査の結果、その他については専門家チームが報告書にまとめた

「全庁的に改善して取り組むべき指摘事項」の内容と同様の見解であり、その内

容を委員会の答申内容として以下のとおり示します。 

 

【指定管理者制度の導入・更新】 

１．指定管理者制度の適用・運用ガイドラインの整備 

伊賀市は、指定管理者制度を積極的に利用して公共施設を管理してきたが、

制度本来の趣旨を忘れ、施設管理委託のような意味合いで指定している施設が

見受けられる。これを改善するため、施設ごとに民間のノウハウを導入する目

的を再度見直し、本報告書の内容を前提にどの施設に対して指定管理者制度を

導入するか、また、指定管理事業と自主事業を明確にすること等を示すガイド

ラインの再構築を早急に行うべきである。 

 

２．指定管理料の積算 

指定管理者にとって適正な利益を確保していくことは、事業を安定して、継

続的に、かつ市民サービスを向上させながら運営していくために必要不可欠で

あり、その実現には、適正な指定管理料のもと事業を行う必要がある。 

このため、指定管理料の積算にはその施設における利用料金収入や指定管理

事業収入を加味し、そのうえで、人件費、施設維持管理経費（修繕費等）、事

業運営費に加えて、施設に係る直接経費以外の経費を一般管理費（従業員の福

利厚生費、雑費）として考慮するべきである。なお、自主事業収入については

インセンティブとして、その収入は指定管理者に帰属するべきものである。 

 

３．適切な指定管理期間 

指定管理期間は、市町村によっては３年と定めているところもあるが、特別

な理由がない場合は５年とするべきである。短い期間では「指定管理者の計画

的な設備投資が望めない」「携わる職員に対する研修が望めない」「PDCAサイ

クルによる改善効果が薄くなる」などの弊害がある一方、長期間になりすぎる

と既得権益化することで生じる弊害として、「第三者の新規参入が難しくな

る」「引継ぎ時にトラブルとなるケースがある」「市担当者よりも長く業務に

携わることになることで、市との関係性がいびつになることがある」等、最悪

不祥事につながることもあり、５年程度が適切であると考える。 

 

４．協定書・仕様書の内容 

指定管理者制度は単なるアウトソーシングの延長ではなく、市と指定管理者

との共創により、お互いが持つ強みを施設の運営に活かすことにより、新たな

価値を創造し、市民へのサービス向上を図るものである。 

このため、協定書の内容は、単に委託内容を記載するものではなく、共創に

より何を実現したいのか、目標を明確にしていただきたい。そのうえで「１．
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互いを対等の立場によるパートナーとして認め合い、コミュニケーションを重

視すること」「２．施設目的の効果的・効率的な達成目標を協定書に明記し、

この目標を共有すること」「３．制度運用の高い透明性の確保と、事業者のア

イデアを尊重し適切に保護すること」「４．お互いの役割分担を明示し、互い

の責任を明確化すること」これらを踏まえた内容とするべきである。 

 

【指定管理者制度の運用】 

５．指標の設定 

目標を据えるうえで、伊賀市として、その目標に対して現状の認識、日々の

活動の有効性や効率性を図るためにも成果指標を設定するべきである。指定管

理者制度の運用目標に基づくマネジメントの成否は、抽象的な施設の設置目的

に対して、施設の特性や機能を考慮したうえで、どれだけ具体的な「指標」と

して落とし込めるかにかかっている。このため、客観的な評価を実施するため

にも可能な限り数値目標による指標を設定していただきたい。 

 

６．決算書類の確認 

収支決算書類は、事業ごとにセグメント別様式で作成することが必要であ

る。（施設管理事業、指定管理事業、自主事業、その他事業など、それぞれの

事業ごとに損益計算書を作成する） 

その理由として、指定管理事業を中心とする様々な事業（活動）は、全体合

計で纏められた様式ではなく、事業別（活動別）に詳細分析することによっ

て、現場の見えにくい様々な課題を具体的かつ詳細に把握することができるた

めである。さらに、分析の結果行われる改善アクションを次の指定期間におけ

る積算額に反映する事により、指定管理業務の適切な支出ができているのか、

指定管理料が業務内容に見合った金額となっているのか等を確認することが可

能となる。なお、指定管理受託期間中に事業者の経営状況が急変することもあ

り、事業者の経営状況に起因した急な施設の運営停止などを防ぐリスク管理の

ため、施設に係る決算確認だけではなく受託事業者自身の決算書類の審査を毎

年行うべきである。 

 

７．資産の棚卸の必要性 

指定管理者制度適応施設に係る備品等の資産については、指定管理期間終了

後、その帰属先についてトラブルになるケースも少なくない。また、指定管理

者が適切に資産管理を出来ているのかということは、施設の運営上のリスクを

回避するためにも重要な項目であるため、施設の資産状況について、モニタリ

ング実施時等で棚卸し作業を毎年行うべきである。 

 

【その他】 

８．指定管理者自身が維持運営していくための拠点と化した指定管理者制度適

応施設の見直し 

伊賀市では、上記で指摘した「非公募」での指定管理者選定を継続した結

果、団体の事務所となっているとも受け取られかねない施設が見受けられる。
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公共の施設はあくまで全ての市民のための施設であり、その管理のために指定

管理者が事務スペースを置くことは問題ないが、指定管理事務量を超えた団体

の運営事務所を施設内に置くことは既得権益化につながる恐れがあり問題であ

る。この場合、その事務所スペースについては公共施設の目的外利用として賃

借料を徴収するなど、指定管理業務と団体としての業務は分けるよう徹底いた

だきたい。 
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３．個 別 内 容 

個別内容の審査については、事務事業レビューで使用されている「レビュー結

果整理シート」を用いて内容を整理し、別添のとおり示します。 

なお、個別論点ごとの意見は「対応方針等に対する意見」欄に記載し、審査結

果の概観や結論は、「総括」欄に記載しています。また、個別論点に対する意見

を記載していないものは、委員会として特に異論は無く、速やかに進めていただ

きたいものです。 

●個別内容一覧 

番号 対象施設 頁 

① 伊賀市ミュージアム青山讃頌舎 １ 

② 伊賀市文化会館、あやま文化センター、青山ホール ２ 

③ 蓑虫庵 ３ 

④ 史跡芭蕉翁生家 ４ 

⑤ 岩倉峡公園キャンプ場 ５ 

⑥ 伊賀市体育施設（いがまちスポーツセンター） ６ 

⑦ 伊賀市体育施設（大山田東グラウンド・東体育館） ７ 

⑧ 

伊賀市体育施設（上野運動公園野球場・競技場・テニスコート・

スポーツセンター、上野緑ケ丘テニスコート、伊賀上野武道館、

ゆめが丘テニスコート・多目的広場、伊賀市民体育館、伊賀市民

弓道場、伊賀市民体育館管理棟、島ヶ原運動広場、阿山第１・第

２運動公園、青山テニスコート、青山グラウンド、阿山Ｂ＆Ｇ海

洋センター・艇庫、大山田Ｂ＆Ｇ海洋センター・艇庫） 

８ 

⑨ 伊賀市総合福祉会館 ９ 

⑩ 伊賀市盲人ホーム 10 

⑪ 西柘植地区市民センター 11 

⑫ 小田地区市民センター、島ヶ原会館 12 

⑬ 赤井家住宅 13 

⑭ 
史跡旧崇広堂、旧小田小学校本館、入交家住宅、名勝及び史跡城

之越遺跡 
14 

⑮ 

伊賀市放課後児童クラブ（放課後児童クラブ第２フレンズうえ

の）、伊賀市放課後児童クラブ（中瀬放課後児童クラブネバーラ

ンド）、伊賀市放課後児童クラブ（上野北放課後児童クラブ） 

15 

⑯ 伊賀市資源循環型農業推進施設（菜の舎） 16 

⑰ 青山ハーモニー・フォレスト 17 

⑱ 伊賀市集会施設（阿保西部集会施設） 18 

⑲ だんじり会館 19 

⑳ 阿山交流促進施設 20 

㉑ 伊賀焼伝統産業会館 21 

㉒ シルバーワークプラザ 22 
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Ⅲ．今後の事務事業の評価について 
 

１．事務事業評価改善に向けた意見 

事務事業評価のプロセスや手法そのものに対する委員会の意見を以下のとおり

示します。 

 

１．施設の設置目的と関連計画 

公の施設には、それぞれの設置目的が定められており、これらの上位には、

より広範な施策や計画が位置付けられているはずである。全体的な目標が明確

でなければ、その設置目的や指定管理業務の適切性を判断することは困難であ

るため、施設ごとの具体的な設置目的と、それを支える上位の施策や計画を整

理した上で、それらの内容を基に施設そのものの評価を行われたい。 

 

２．施設の設置目的と指標 

公の施設を管理運営した結果、設置目的がどの程度達成されているのか明確

でない状況が見受けられるため、設置目的の達成度合を正確に評価するための

指標を設定されたい。 
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【資料】 

 

  



15 
 

審 議 経 過 

 開催日 主な審査内容 

第１回 
令和５年 

10月２日（月） 

・諮問 

・議事 

指定管理者制度の解説 

令和５年度専門家チーム報告書の説明 

本年度審査の進め方 

・その他 

前年度の答申に対する取り組み状況の説明 

第２回 
令和５年 

10月 16日（月） 

・議事 

①伊賀市ミュージアム青山讃頌舎 

②伊賀市文化会館、あやま文化センター、青山ホ

ール 

③蓑虫庵 

④史跡芭蕉翁生家 

⑤岩倉峡公園キャンプ場 

第３回 
令和５年 

10月 23日（月） 

・議事 

⑥伊賀市体育施設（いがまちスポーツセンター） 

⑦伊賀市体育施設（大山田東グラウンド・東体育

館） 

⑧伊賀市体育施設（上野運動公園野球場他） 

⑩伊賀市盲人ホーム 

⑨伊賀市総合福祉会館 

第４回 
令和５年 

10月 30日（月） 

・議事 

⑪西柘植地区市民センター 

⑫小田地区市民センター、島ヶ原会館 

⑬赤井家住宅 

⑭史跡旧崇広堂、旧小田小学校本館、入交家住宅、

名勝及び史跡城之越遺跡 

⑮伊賀市放課後児童クラブ（放課後児童クラブ第

２フレンズうえの、中瀬放課後児童クラブネバ

ーランド、上野北放課後児童クラブ） 

第５回 
令和５年 

11月 13日（月） 

・議事 

⑯伊賀市資源循環型農業推進施設（菜の舎） 

⑰青山ハーモニー・フォレスト 

⑱伊賀市集会施設（阿保西部集会施設） 

㉒シルバーワークプラザ 

第６回 
令和５年 

11月 27日（月） 

・議事 

⑳阿山交流促進施設 

㉑伊賀焼伝統産業会館 

⑲だんじり会館 

第７回 
令和５年 

12月４日（月） 
・審査内容の総括 
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伊賀市行政事務事業評価審査委員会委員名簿 

 

（敬称略）

 

任期：2022年 10月 31日～2024年 10月 30日 

委員（号） 委員（詳細） 氏名 所属等 
１号委員 

(委員長) 
学識経験を有する者 小林 慶太郎 四日市大学 

２号委員 市が設置する附属機関の委員 舩見  くみ子 伊賀市総合計画審議会 

２号委員 市が設置する附属機関の委員 井上  順子 伊賀市多文化共生推進

プラン委員会 
２号委員 市が設置する附属機関の委員 松村  元樹 伊賀市地域福祉計画推

進委員会 
２号委員 市が設置する附属機関の委員 藤本  久司 伊賀市教育行政評価委

員会 

３号委員 市民からの公募による者 髙橋  健作 公募委員 
４号委員 

(副委員長) 

前３号に掲げる者のほか、市長

が必要と認める者 安本 美栄子 （元伊賀市議会議員） 
４号委員 前３号に掲げる者のほか、市長

が必要と認める者 久保  千晴 （移住者） 
４号委員 前３号に掲げる者のほか、市長

が必要と認める者 尾登  誠 （経済界） 
４号委員 前３号に掲げる者のほか、市長

が必要と認める者 西口  真由 （若者会議会員） 
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○伊賀市行政事務事業評価審査委員会条例 

令和３年 12月 28日条例第 26号 

 

（設置） 

第１条 本市が実施する事務事業（以下「事務事業」という。）の評価結果を審査するた

め、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の４第３項の規定に基づき、伊賀市

行政事務事業評価審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１)事務事業の評価結果の審査に関すること。 

(２)事務事業の評価方法に関すること。 

(３)前２号に掲げるもののほか、事務事業の評価に関する事項で市長が必要と認めるも

の 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 12人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１)学識経験を有する者 

(２)市が設置する附属機関の委員 

(３)市民からの公募による者 

(４)前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員の再任は、妨げない。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員長を定め

ない場合にあっては、委員会の会議は、市長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上の者の出席がなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

（委員以外の者の出席） 

第７条 委員会は、第２条に定める所掌事項の遂行に当たり、必要があると認めるとき

は、委員会の会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、デジタル自治推進局において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会の会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 


